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職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。
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職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 非常勤職員であって、次のいずれにも該当するもの以外の職

員

ア その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子を

いう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する日（当該子の出生

の日から第５条に規定する期間内に育児休業をしようとする

場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する日、第３

条の２の規定に該当する場合にあっては当該子が２歳に達す

る日）までに、その任期（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者

を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用されない

ことが明らかでない非常勤職員

イ 勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職

員

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

� その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する日（第３条の

２の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）ま

でに、その任期（任期が更新される場合にあっては、更新

後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を同じ

くする職（以下「特定職」という。）に採用されないこと

が明らかでない非常勤職員

� 勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤

職員

イ 第３条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養

育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常

勤職員に限る。）

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を
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２ 前項第５号の規定にかかわらず、同号に掲げる職員は、次に掲

げる場合には、育児休業法第２条第１項の条例で定める職員に含

まれないものとする。

� その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」とい

う。）（当該非常勤職員が第３条第２号に掲げる場合に該当し

てする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下この号に

おいて同じ。）において育児休業をしている場合であって、当

該子について、同条第３号に掲げる場合に該当して、当該子の

１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとするとき。

� その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満

了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業

に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採

用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

とき。

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

�・� 省略

� １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員が

育児休業をしようとする場合であ

って、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき（当該非常勤

職員が当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業

をしている場合であって第２条第２項第２号に掲げる場合に該

当するときはア及びイに掲げる場合に該当するとき、人事委員

会規則で定める特別の事情がある場合にあってはイに掲げる場

合に該当するとき） 当該子が１歳６箇月に達する日

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をし

ている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達

日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合

に該当してする県等育児休業の期間の末日とされた日が当該

している非常勤職員であって、当該育児休業に係る子につい

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

�・� 省略

� １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員

の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該

当してする県等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該

育児休業の期間の末日とされた日と当該県等育児休業の期間の

末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日

（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に

該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休

業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあって

は、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であ

って、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき

当該子が１歳６箇月に達する日

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が する育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をし

ている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達

日（当該配偶者が

する県等育児休業の期間の末日とされた日が当該
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子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において県等育児休業をしている場合

イ 省略

ウ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする県等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされ

た日と当該県等育児休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に

掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して県等育児休業

をする場合にあっては、当該県等育児休業の期間の末日とさ

れた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）後の期間においてこの

号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第３条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳

６箇月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が

育児

休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当す

るとき（当該非常勤職員が当該子についてこの条の規定に該当し

て育児休業をしている場合であって第２条第２項第２号に掲げる

場合に該当するときは第１号及び第２号に該当するとき、人事委

員会規則で定める特別の事情がある場合にあっては同号に該当す

るとき）とする。

�・� 省略

� 当該子について、当該非常勤職員が当該子が１歳６箇月に達

する日の翌日（当該非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当

し、又はこれに相当する場合に該当して県等育児休業をする場

合にあっては、当該県等育児休業の期間の末日とされた日の翌

日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合

� 当該子について、当該非常勤職員が当該子が１歳６箇月に達

する日後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をし

たことがない場合

子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において県等育児休業をしている場合

イ 省略

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第３条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳

６箇月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が

当該子が１歳６箇月に達する日の翌日（当該子が１歳６箇月に達

する日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日

を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員で

あって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当す

るとき

とする。

�・� 省略

（再度の育児休業をすることができる最初の育児休業の期間）

第４条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間は、

育児休業に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の

翌日まで（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては当該

出生の日から当該出産予定日から起算して８週間を経過する日の

翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては

当該出産予定日から当該出生の日から起算して８週間を経過する

日の翌日までとする。）とする。
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附 則

この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇

用保険法の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和４年法律第３５号）の施行の日から施行する。

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第４条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

�～� 省略

� 省略

� 第３条第３号に掲げる場合に該当すること又は前条 の

規定に該当すること。

� 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしているもの が、

当該任期を 更新され、又は当

該任期の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当

該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日

又は当該採用の 日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとすること。

（育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間）

第５条 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、育

児休業に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌

日まで（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては当該出

生の日から当該出産予定日から起算して８週間を経過する日の翌

日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては当

該出産予定日から当該出生の日から起算して８週間を経過する日

の翌日までとする。）とする。

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１３条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休暇を

与えられ、又は出産したことにより当該育児短時間勤務の承認

が効力を失った後、当該産前の休暇又は出産に係る子が第４条

第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。

�の２ 育児短時間勤務をしている職員が第１６条第１号に掲げる

事由に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、同号に規定する承認に係る子が第４条第１号の２ア

又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。

�～� 省略

� 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をし

た職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤

務により当該子を養育するための計画について育児短時間勤務

計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）。

� 省略

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第５条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

�～� 省略

� 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業

に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上

の期間を経過したこと（当該育児休業をした職員が、当該育児

休業の承認の請求の際育児休業により当該子を養育するための

計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合

に限る。）。

� 省略

� 第３条第３号に掲げる場合に該当すること又は第３条の２の

規定に該当すること。

� その 任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が、

当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当

該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当

該 任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとすること。

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１３条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休暇を

与えられ、又は出産したことにより当該育児短時間勤務の承認

が効力を失った後、当該産前の休暇又は出産に係る子が第５条

第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。

�の２ 育児短時間勤務をしている職員が第１６条第１号に掲げる

事由に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、同号に規定する承認に係る子が第５条第１号の２ア

又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。

�～� 省略

� 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をし

た職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤

務により当該子を養育するための計画について育児休業等計画

書 により任命権者に申し出た場合に限る。）。

� 省略
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�愛媛県条例第２２号
愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例

愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（失業者の退職手当）

第１０条 勤続期間１２月以上（特定退職者（雇用保険法（昭和４９年法

律第１１６号）第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当する

ものとして人事委員会規則で定めるものをいう。以下この条にお

いて同じ。）にあつては、６月以上）で退職した職員（第５項又

は第７項の規定に該当する者を除く。）であつて、第１号に掲げ

る額が第２号に掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を

同法第１５条第１項に規定する受給資格者と、当該退職した職員の

勤続期間（当該勤続期間に係る職員となつた日前に職員又は人事

委員会規則で定める職員に準ずる者（以下この条において「職員

等」という。）であつたことがあるものについては、当該職員等

であつた期間を含むものとし、当該勤続期間又は当該職員等であ

つた期間に第２号ア又はイに掲げる期間が含まれているときは、

当該同号ア又はイに掲げる期間に該当する全て の期間を除く。

以下この条において「基準勤続期間」という。）の年月数を同法

第２２条第３項に規定する算定基礎期間の年月数と、当該退職の日

を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日と、特定退職者を

同法第２３条第２項に規定する特定受給資格者とみなして同法第２０

条第１項を適用した場合における同項各号に掲げる受給資格者の

区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期間内に妊娠、出産、

育児その他人事委員会規則で定める理由により引き続き３０日以上

職業に就くことができない者が、人事委員会規則で定めるところ

により知事にその旨を申し出た場合には、当該理由により職業に

就くことができない日数を加算するものとし、その加算された期

間が４年を超えるときは、４年とする。次項において「支給期

間」という。）内に失業している場合において、第１号に規定す

る一般の退職手当等の額を第２号に規定する基本手当の日額で除

して得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）

に等しい日数（以下この項において「待期日数」という。）を超

えて失業しているときは、第１号に規定する一般の退職手当等の

ほか、その超える部分の失業の日につき第２号に規定する基本手

当の日額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定による

基本手当の支給の条件に従い、支給する。ただし、同号に規定す

る所定給付日数から待期日数を減じた日数分を超えては支給しな

い。

�・� 省略

２ 勤続期間１２月以上（特定退職者にあつては、６月以上）で退職

した職員（第６項又は第８項の規定に該当する者を除く。）が支

給期間内に失業している場合において、退職した者が一般の退職

手当等の支給を受けないときは、その失業の日につき前項第２号

の規定の例によりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合

にその者が支給を受けることができる基本手当の日額に相当する

金額を、退職手当として、同法の規定による基本手当の支給の条

件に従い、支給する。ただし、同号の規定の例によりその者につ

（失業者の退職手当）

第１０条 勤続期間１２月以上（特定退職者（雇用保険法（昭和４９年法

律第１１６号）第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当する

ものとして人事委員会規則で定めるものをいう。以下この条にお

いて同じ。）にあつては、６月以上）で退職した職員（第４項又

は第６項の規定に該当する者を除く。）であつて、第１号に掲げ

る額が第２号に掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を

同法第１５条第１項に規定する受給資格者と、当該退職した職員の

勤続期間（当該勤続期間に係る職員となつた日前に職員又は人事

委員会規則で定める職員に準ずる者（以下この条において「職員

等」という。）であつたことがあるものについては、当該職員等

であつた期間を含むものとし、当該勤続期間又は当該職員等であ

つた期間に第２号ア又はイに掲げる期間が含まれているときは、

当該同号ア又はイに掲げる期間に該当するすべての期間を除く。

以下この条において「基準勤続期間」という。）の年月数を同法

第２２条第３項に規定する算定基礎期間の年月数と、当該退職の日

を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日と、特定退職者を

同法第２３条第２項に規定する特定受給資格者とみなして同法第２０

条第１項を適用した場合における同項各号に掲げる受給資格者の

区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期間内に妊娠、出産、

育児その他人事委員会規則で定める理由により引き続き３０日以上

職業に就くことができない者が、人事委員会規則で定めるところ

により知事にその旨を申し出た場合には、当該理由により職業に

就くことができない日数を加算するものとし、その加算された期

間が４年を超えるときは、４年とする。次項において「支給期

間」という。）内に失業している場合において、第１号に規定す

る一般の退職手当等の額を第２号に規定する基本手当の日額で除

して得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）

に等しい日数（以下この項において「待期日数」という。）を超

えて失業しているときは、第１号に規定する一般の退職手当等の

ほか、その超える部分の失業の日につき第２号に規定する基本手

当の日額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定による

基本手当の支給の条件に従い、支給する。ただし、同号に規定す

る所定給付日数から待期日数を減じた日数分を超えては支給しな

い。

�・� 省略

２ 勤続期間１２月以上（特定退職者にあつては、６月以上）で退職

した職員（第５項又は第７項の規定に該当する者を除く。）が支

給期間内に失業している場合において、退職した者が一般の退職

手当等の支給を受けないときは、その失業の日につき前項第２号

の規定の例によりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合

にその者が支給を受けることができる基本手当の日額に相当する

金額を、退職手当として、同法の規定による基本手当の支給の条

件に従い、支給する。ただし、同号の規定の例によりその者につ

改 正 後 改 正 前



愛 媛 県 報令和４年７月１日 第３２０号外１

６

き同法の規定を適用した場合におけるその者に係る所定給付日数

に相当する日数分を超えては支給しない。

３ 省略

４ 第１項及び第２項の規定による退職手当の支給に係る退職の日

後に事業（その実施期間が３０日未満のものその他人事委員会規則

で定めるものを除く。）を開始した職員その他これに準ずるもの

として人事委員会規則で定める職員が、人事委員会規則で定める

ところにより、知事にその旨を申し出た場合には、当該事業の実

施期間（当該実施期間の日数が４年から第１項及び前項の規定に

より算定される期間の日数を除いた日数を超える場合における当

該超える日数を除く。）は、第１項及び前項の規定による期間に

算入しない。

５ 勤続期間６月以上で退職した職員（第７項の規定に該当する者

を除く。）であつて、その者を雇用保険法第４条第１項に規定す

る被保険者とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高

年齢被保険者に該当するもののうち、第１号に掲げる額が第２号

に掲げる額に満たないものが退職の日後失業している場合には、

一般の退職手当等のほか、同号に掲げる額から第１号に掲げる額

を減じた額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定によ

る高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

�・� 省略

６ 勤続期間６月以上で退職した職員（第８項の規定に該当する者

を除く。）であつて、その者を雇用保険法第４条第１項に規定す

る被保険者とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高

年齢被保険者に該当するものが退職の日後失業している場合にお

いて、退職した者が一般の退職手当等の支給を受けないときは、

前項第２号の規定の例によりその者につき同法の規定を適用した

場合にその者が支給を受けることができる高年齢求職者給付金の

額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定による高年齢

求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 第１項、第２項及び第５項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第２項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、雇用保険法

第３６条、第３７条及び第５６条の３から第５９条までの規定に準じて人

事委員会規則で定めるところにより、それぞれ当該各号に掲げる

給付を、退職手当として支給する。

�～� 省略

� 公共職業安定所、職業安定法第４条第９項に規定する特定地

方公共団体若しくは同法第１８条の２に規定する職業紹介事業者

の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定所長の指示した

雇用保険法第５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受けるた

め、その住所又は居所を変更する者については、移転費

� 省略

１２ 前項の規定は、第５項又は第６項の規定による退職手当の支給

を受けることができる者（第５項又は第６項の規定により退職手

当の支給を受けた者であつて、当該退職手当の支給に係る退職の

日の翌日から起算して１年を経過していないものを含む。）及び

第７項又は第８項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者（第７項又は第８項の規定により退職手当の支給を受けた

き同法の規定を適用した場合におけるその者に係る所定給付日数

に相当する日数分を超えては支給しない。

３ 省略

４ 勤続期間６月以上で退職した職員（第６項の規定に該当する者

を除く。）であつて、その者を雇用保険法第４条第１項に規定す

る被保険者とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高

年齢被保険者に該当するもののうち、第１号に掲げる額が第２号

に掲げる額に満たないものが退職の日後失業している場合には、

一般の退職手当等のほか、同号に掲げる額から第１号に掲げる額

を減じた額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定によ

る高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

�・� 省略

５ 勤続期間６月以上で退職した職員（第７項の規定に該当する者

を除く。）であつて、その者を雇用保険法第４条第１項に規定す

る被保険者とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高

年齢被保険者に該当するものが退職の日後失業している場合にお

いて、退職した者が一般の退職手当等の支給を受けないときは、

前項第２号の規定の例によりその者につき同法の規定を適用した

場合にその者が支給を受けることができる高年齢求職者給付金の

額に相当する金額を、退職手当として、同法の規定による高年齢

求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 第１項、第２項及び第４項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第２項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、雇用保険法

第３６条、第３７条及び第５６条の３から第５９条までの規定に準じて人

事委員会規則で定めるところにより、それぞれ当該各号に掲げる

給付を、退職手当として支給する。

�～� 省略

� 公共職業安定所、職業安定法第４条第８項に規定する特定地

方公共団体若しくは同法第１８条の２に規定する職業紹介事業者

の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定所長の指示した

雇用保険法第５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受けるた

め、その住所又は居所を変更する者については、移転費

� 省略

１１ 前項の規定は、第４項又は第５項の規定による退職手当の支給

を受けることができる者（第４項又は第５項の規定により退職手

当の支給を受けた者であつて、当該退職手当の支給に係る退職の

日の翌日から起算して１年を経過していないものを含む。）及び

第６項又は第７項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者（第６項又は第７項の規定により退職手当の支給を受けた
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者であつて、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算

して６箇月を経過していないものを含む。）について準用する。

この場合において、前項中「次の各号」とあるのは「第４号から

第６号まで」と、「雇用保険法第３６条、第３７条及び」とあるのは

「雇用保険法」と読み替えるものとする。

１３ 第１１項第３号に掲げる退職手当の支給があつたときは、第１

項、第２項又は第１１項の規定の適用については、当該支給があつ

た金額に相当する日数分の第１項又は第２項の規定による退職手

当の支給があつたものとみなす。

１４ 第１１項第４号に掲げる退職手当の支給があつたときは、第１

項、第２項又は第１１項の規定の適用については、次の各号に掲げ

る退職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第１項又は第２項

の規定による退職手当の支給があつたものとみなす。

�・� 省略

１５ 雇用保険法第１０条の４の規定は、偽りその他不正の行為によつ

て第１項、第２項又は第５項から第１２項までの規定による退職手

当の支給を受けた者がある場合について準用する。

１６ 省略

（退職をした者の退職手当の返納）

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１２条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生

計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けていなければ第１０条第

２項、第６項又は第８項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができた者（次条及び第１７条において「失業手当受給可能者」

という。）であつた場合にあつては、これらの規定により算出さ

れる金額（次条及び第１７条において「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うこと

ができる。

�～� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、当該退職をした者が第１０条第１項、

第５項又は第７項の規定による退職手当の額の支払を受けている

場合（受けることができる場合を含む。）における当該退職に係

る一般の退職手当等については、当該退職に係る退職手当管理機

関は、前項の規定による処分を行うことができない。

３～６ 省略

附 則

３９ 令和７年３月３１日以前に退職した職員に対する第１０条第１０項の

規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法施行

規則（昭和５０年労働省令第３号）第３２条各号に掲げる者であつ

て、雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者

として人事委員会規則で定める者に該当し、かつ、公共職業安定

所長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの」とあるのは

者であつて、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算

して６箇月を経過していないものを含む。）について準用する。

この場合において、前項中「次の各号」とあるのは「第４号から

第６号まで」と、「雇用保険法第３６条、第３７条及び」とあるのは

「雇用保険法」と読み替えるものとする。

１２ 第１０項第３号に掲げる退職手当の支給があつたときは、第１

項、第２項又は第１０項の規定の適用については、当該支給があつ

た金額に相当する日数分の第１項又は第２項の規定による退職手

当の支給があつたものとみなす。

１３ 第１０項第４号に掲げる退職手当の支給があつたときは、第１

項、第２項又は第１０項の規定の適用については、次の各号に掲げ

る退職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第１項又は第２項

の規定による退職手当の支給があつたものとみなす。

�・� 省略

１４ 雇用保険法第１０条の４の規定は、偽りその他不正の行為によつ

て第１項、第２項又は第４項から第１１項までの規定による退職手

当の支給を受けた者がある場合について準用する。

１５ 省略

（退職をした者の退職手当の返納）

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１２条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生

計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けていなければ第１０条第

２項、第５項又は第７項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができた者（次条及び第１７条において「失業手当受給可能者」

という。）であつた場合にあつては、これらの規定により算出さ

れる金額（次条及び第１７条において「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うこと

ができる。

�～� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、当該退職をした者が第１０条第１項、

第４項又は第６項の規定による退職手当の額の支払を受けている

場合（受けることができる場合を含む。）における当該退職に係

る一般の退職手当等については、当該退職に係る退職手当管理機

関は、前項の規定による処分を行うことができない。

３～６ 省略

附 則

３９ 令和４年３月３１日以前に退職した職員に対する第１０条第９項の

規定の適用については、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法施行

規則（昭和５０年労働省令第３号）第３２条各号に掲げる者であつ

て、雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者

として人事委員会規則で定める者に該当し、かつ、公共職業安定

所長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの」とあるのは
「イ 雇用保険法施行規

則（昭和５０年労働省令第３号）第３２条各号に掲げる者であつて、

雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者とし

ウ 特定退職者であつ

て、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、か

つ、公共職業安定所長が同法第２４条の２第１項に規定する指導基

「イ 雇用保険法施行規

則（昭和５０年労働省令第３号）第３２条各号に掲げる者であつて、

雇用保険法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者とし

ウ 特定退職者であつ

て、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、か

つ、公共職業安定所長が同法第２４条の２第１項に規定する指導基
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第１０項第５号の改正規定は、令和４年１０月１日から施行する。

（適用期日）

２ この条例（附則第３９項の改正規定（「第１０条第９項」を「第１０条第１０項」に改める部分を除く。）に限る。）による改正後の愛媛県退

職手当条例の規定は、令和４年４月１日から適用する。

（経過措置）

３ 改正後の愛媛県退職手当条例第１０条第４項の規定は、この条例の施行の日以後に同項に規定する職員に該当するに至った者について適

用する。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成６年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

とする。

（選挙運動用自動車の使用に係る公費の支払）

第４条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業

者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」とい

う。）に支払うべき金額のうち、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ当該各号に定める金額を、第２条ただし書に規定する要件に

該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等から

の請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し支

払う。

� 省略

� 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自動車

借入れ契約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車

（同一の日において自動車借入れ契約により２台以上の選挙

運動用自動車が使用される場合には、当該候補者が指定する

いずれか１台の選挙運動用自動車に限る。）のそれぞれにつ

き、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使

用に対し支払うべき金額（当該金額が１６，１００円を超える場合

には、１６，１００円）の合計金額

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約で

ある場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給し

た燃料の代金（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用さ

て人事委員会規則で定める者に該当し、かつ、公共職業安定所長

が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

（アに掲げる者を除く。）

」
とする。

（選挙運動用自動車の使用に係る公費の支払）

第４条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業

者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」とい

う。）に支払うべき金額のうち、次の各号に掲げる 区分に

応じ当該各号に定める金額を、第２条ただし書に規定する要件に

該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等から

の請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し支

払う。

� 省略

� 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる

区分に応じ、それぞれに 定める金額

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自動車

借入れ契約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車

（同一の日において自動車借入れ契約により２台以上の選挙

運動用自動車が使用される場合には、当該候補者が指定する

いずれか１台の選挙運動用自動車に限る。）のそれぞれにつ

き、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使

用に対し支払うべき金額（当該金額が１５，８００円を超える場合

には、１５，８００円）の合計金額

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約で

ある場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給し

た燃料の代金（当該選挙運動用自動車（これに代わり使用さ

て人事委員会規則で定める者に該当し、かつ、公共職業安定所長

が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

（アに掲げる者を除く。）

」

改 正 後 改 正 前
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れる他の選挙運動用自動車を含む。）が既に前条の届出に係

る契約に基づき供給を受けた燃料の代金と合算して、７，７００

円に当該候補者につき法第８６条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日

から当該選挙の期日の前日までの日数（この期間中に前号に

定める契約が締結されている日がある場合には、その日数を

除く。）を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額である

ことにつき、県委員会の定めるところにより、当該候補者か

らの申請に基づき、県委員会が確認したものに限る。）

ウ 省略

（選挙運動用ビラの作成に係る公費の支払）

第８条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビ

ラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定める金額を超えるときは 、当該

各号に定める金額）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて、法第１４２条第１項第３号又は第４号の選挙の区分に

応じ当該各号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、県

委員会の定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、

県委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条

後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、

当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。

� 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚以下である場合 ７

円７３銭

� 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚を超える場合 ５円

１８銭にその５万枚を超える枚数を乗じて得た金額に３８６，５００円

を加えた金額を当該選挙運動用ビラの作成枚数で除して得た金

額（１銭未満の端数がある場合には、その端数は、１銭とす

る。）

（選挙運動用ポスターの作成に係る公費の支払）

第１１条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者

に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定めるところにより算定し

た金額を超えるときは 、当該各号に定めるところにより算定し

た金額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通

じて、当該選挙区におけるポスター掲示場の数に２を乗じて得た

数の範囲内のものであることにつき、県委員会の定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づき、県委員会が確認したもの

に限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段において準用する第

２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスタ

ーの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成

を業とする者に対し支払う。

� 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００以下である場

合 ５４１円３１銭に当該ポスター掲示場の数を乗じて得た金額に

３１６，２５０円を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場

の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その

端数は、１円とする。）

� 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００を超える場合

２８円３５銭にその５００を超える数を乗じて得た金額に５８６，９０５円

れる他の選挙運動用自動車を含む。）が既に前条の届出に係

る契約に基づき供給を受けた燃料の代金と合算して、７，５６０

円に当該候補者につき法第８６条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日

から当該選挙の期日の前日までの日数（この期間中に前号に

定める契約が締結されている日がある場合には、その日数を

除く。）を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額である

ことにつき、県委員会の定めるところにより、当該候補者か

らの申請に基づき、県委員会が確認したものに限る。）

ウ 省略

（選挙運動用ビラの作成に係る公費の支払）

第８条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビ

ラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める金額を超える場合には、当該

各号に定める金額）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて、法第１４２条第１項第３号又は第４号の選挙の区分に

応じ当該各号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、県

委員会の定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、

県委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条

後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、

当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。

� 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚以下である場合 ７

円５１銭

� 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚を超える場合 ５円

２銭にその５万枚を超える枚数を乗じて得た金額に３７５，５００円

を加えた金額を当該選挙運動用ビラの作成枚数で除して得た金

額（１銭未満の端数がある場合には、その端数は、１銭とす

る。）

（選挙運動用ポスターの作成に係る公費の支払）

第１１条 県は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者

に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号

に掲げる 区分に応じ当該各号に定めるところにより算定し

た金額を超える場合には、当該各号に定めるところにより算定し

た金額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通

じて、当該選挙区におけるポスター掲示場の数に２を乗じて得た

数の範囲内のものであることにつき、県委員会の定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づき、県委員会が確認したもの

に限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段において準用する第

２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスタ

ーの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成

を業とする者に対し支払う。

� 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００以下である場

合 ５２５円６銭に当該ポスター掲示場の数を乗じて得た金額に

３１０，５００円を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場

の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その

端数は、１円とする。）

� 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００を超える場合

２７円５０銭にその５００を超える数を乗じて得た金額に５７３，０３０円
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附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例第４条、第８条及び第１１条の規定は、この条

例の施行の日以後その期日を告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日を告示された選挙については、

なお従前の例による。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場の数で除し

て得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。）

を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場の数で除し

て得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。）

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～４０ 省略 １～４０ 省略

４１ 建築基準法

第８５条第６項

の規定に基づ

く仮設興行場

等の建築の許

可の申請に対

する審査

省略 ４１ 建築基準法

第８５条第５項

の規定に基づ

く仮設興行場

等の建築の許

可の申請に対

する審査

省略

４１の２ 建築基

準法第８５条第

７項の規定に

基づく特別の

必要がある仮

設興行場等の

建築の許可の

申請に対する

審査

省略 ４１の２ 建築基

準法第８５条第

６項の規定に

基づく特別の

必要がある仮

設興行場等の

建築の許可の

申請に対する

審査

省略

４２～４６の３ 省

略

４２～４６の３ 省

略

４６の４ 建築基

準法第８７条の

３第６項の規

定に基づく建

築物の用途を

変更して興行

場等として使

用することの

許可の申請に

省略 ４６の４ 建築基

準法第８７条の

３第５項の規

定に基づく建

築物の用途を

変更して興行

場等として使

用することの

許可の申請に

省略
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対する審査 対する審査

４６の５ 建築基

準法第８７条の

３第７項の規

定に基づく建

築物の用途を

変更して特別

興行場等とし

て使用するこ

との許可の申

請に対する審

査

省略 ４６の５ 建築基

準法第８７条の

３第６項の規

定に基づく建

築物の用途を

変更して特別

興行場等とし

て使用するこ

との許可の申

請に対する審

査

省略

４６の６～１０１の

５ 省略

４６の６～１０１の

５ 省略

１０１の６ 長期

優良住宅の普

及の促進に関

する法律第５

条第６項又は

第７項の規定

に基づく長期

優良住宅維持

保全計画の認

定の申請に対

する審査

長期優

良住宅

維持保

全計画

認定申

請手数

料

１０１の５の項の右欄�ア又はイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該手数料の金額と同一の額

１０１の７ 省略 １０１の６ 省略

１０１の８ 長期

優良住宅の普

及の促進に関

する法律第８

条第１項の規

定に基づく長

期優良住宅維

持保全計画の

変更の認定の

申請に対する

審査

長期優

良住宅

維持保

全計画

変更認

定申請

手数料

１０１の５の項の右欄�ア又はイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該手数料の金額の２分の１に相当す

る金額（当該金額に１００円未満の端

数があるときは、これを四捨五入す

る。）

１０１の９ 省略 １０１の７ 省略

１０１の１０ 省略 １０１の８ 省略

１０１の１１ 都市

の低炭素化の

促進に関する

法律第５５条第

１項の規定に

基づく低炭素

建築物新築等

計画の変更の

認定の申請に

対する審査

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 １０１の１０の項の右欄�ア又は

イに掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金額の２分の

１に相当する金額

１０１の９ 都市

の低炭素化の

促進に関する

法律第５５条第

１項の規定に

基づく低炭素

建築物新築等

計画の変更の

認定の申請に

対する審査

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 １０１の８の項の右欄�ア又は

イに掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金額の２分の

１に相当する金額



愛 媛 県 報令和４年７月１日 第３２０号外１

１２

� 省略 � 省略

１０１の１２ 省略 １０１の１０ 省略

１０１の１３ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律第１２条第

２項及び第１３

条第３項の規

定に基づく建

築物エネルギ

ー消費性能確

保計画の変更

に係る建築物

エネルギー消

費性能適合性

判定

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定変

更手数

料

１０１の１２の項の右欄に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

１０１の１１ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律第１２条第

２項及び第１３

条第３項の規

定に基づく建

築物エネルギ

ー消費性能確

保計画の変更

に係る建築物

エネルギー消

費性能適合性

判定

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定変

更手数

料

１０１の１０の項の右欄に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

１０１の１４ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律施行規則

（平成２８年国

土交通省令第

５号）第１１条

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

能確保計画の

軽微な変更に

関する証明書

の交付

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更証

明書交

付手数

料

１０１の１２の項の右欄に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

１０１の１２ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律施行規則

（平成２８年国

土交通省令第

５号）第１１条

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

能確保計画の

軽微な変更に

関する証明書

の交付

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更証

明書交

付手数

料

１０１の１０の項の右欄に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

１０１の１５ 省略 １０１の１３ 省略

１０１の１６ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律第３６条第

１項の規定に

基づく建築物

エネルギー消

費性能向上計

画の変更の認

定の申請に対

する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア １０１の１５の項の右欄�アに掲

げる場合 当該場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

の２分の１に相当する金額

イ 省略

� 省略

１０１の１４ 建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律第３６条第

１項の規定に

基づく建築物

エネルギー消

費性能向上計

画の変更の認

定の申請に対

する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数があ

るときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア １０１の１３の項の右欄�アに掲

げる場合 当該場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

の２分の１に相当する金額

イ 省略

� 省略

１０１の１７ 省略 １０１の１５ 省略
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１０１の１８ 省略 １０１の１６ 省略

１０２ 省略 １０２ 省略

備考 省略 備考 省略

６ その他の手数料 ６ その他の手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～６ 省略 １～６ 省略

７ 教育職員免

許法（昭和２４

年法 律 第１４７

号）第５条第

１項及び第１６

条第１項

の規定に基づ

く普通免許状

の授与

省略 ７ 教育職員免

許法（昭和２４

年法 律 第１４７

号）第５条第

１項及び第１６

条の２第１項

の規定に基づ

く普通免許状

の授与

省略

８ 教育職員免

許法第５条第

２項の規定に

基づく特別免

許状の授与

省略 ８ 教育職員免

許法第５条第

３項の規定に

基づく特別免

許状の授与

省略

９ 教育職員免

許法第５条第

５項の規定に

基づく臨時免

許状の授与

省略 ９ 教育職員免

許法第５条第

６項の規定に

基づく臨時免

許状の授与

省略

９の２ 省略 ９の２ 省略

９の３ 教育職

員免許法第９

条の２第１項

の規定に基づ

く普通免許状

又は特別免許

状の有効期間

の更新の申請

に対する審査

教育職

員の普

通免許

状又は

特別免

許状の

更新申

請手数

料

３，３００円

９の４ 教育職

員免許法第９

条の２第５項

の規定に基づ

く普通免許状

又は特別免許

状の有効期間

の延長の申請

に対する審査

教育職

員の普

通免許

状又は

特別免

許状の

有効期

間の延

長申請

手数料

３，３００円

１０～１２ 省略 １０～１２ 省略

１２の２ 教育職

員免許法及び

教育公務員特

例法の一部を

教育職

員の更

新講習

修了確

３，３００円
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附 則

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、別表５の表４１の項、４１の２の項、４６の４の項及び４６の５の項並びに別表６の表の

改正規定は、公布の日から施行する。

改正する法律

（平成１９年法

律第９８号。１２

の３の項から

１２の５の項ま

で に お い て

「教員免許法

改正法」とい

う。）附則第

２条第２項の

規定に基づく

更新講習修了

確認の申請に

対する審査

認申請

手数料

１２の３ 教員免

許法改正法附

則第２条第３

項第３号の規

定に基づく確

認の申請に対

する審査

教育職

員の教

員免許

法改正

法附則

第２条

第３項

第３号

の確認

申請手

数料

３，３００円

１２の４ 教員免

許法改正法附

則第２条第４

項の規定に基

づく修了確認

期限の延期の

申請に対する

審査

教育職

員の修

了確認

期限の

延期申

請手数

料

３，３００円

１２の５ 教員免

許法改正法附

則第２条第５

項の規定に基

づく免許状更

新講習を受け

る必要がない

旨の認定の申

請に対する審

査

教育職

員の免

許状更

新講習

免除認

定申請

手数料

３，３００円

１３～６６ 省略 １３～６６ 省略

備考 省略 備考 省略
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�愛媛県条例第２５号
愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除）

第１６条 県民税の所得割の納税義務者が、法第３２条第１３項に規定す

る確定申告書 に記載した特定配当等に係る所得の金額の計

算の基礎となつた特定配当等の額について法第２章第１節第５款

の規定により配当割額を課された場合又は同条第１５項に規定する

確定申告書 に記載した特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の金額の計算の基礎となつた特定株式等譲渡所得金

額について同節第６款の規定により株式等譲渡所得割額を課され

た場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分の

２を乗じて得た金額を、その者の第１３条から前条までの規定を適

用した場合の所得割の額から控除するものとする。

（ゴルフ場利用税の不均一課税）

第２３条 前条第１項の規定にかかわらず、知事は、ゴルフ場が、ス

ポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第２６条第１項に規定する国

民スポーツ大会の予選会及び公益財団法人日本ゴルフ協会（昭和

６２年１０月１日に財団法人日本ゴルフ協会という名称で設立された

法人をいう。）又は公益財団法人日本ゴルフ協会に加盟する地区

ゴルフ連盟が主催する競技会で知事が定めるもの（以下この条に

おいて「国スポの予選会等」という。）の出場選手（報酬又は営

利を目的としないスポーツとしてゴルフをする者に限る。）の利

用（国スポの予選会等の競技又は公式練習としての利用に限

る。）について、別に利用料金を定め、かつ、その利用料金を通

常の利用料金の１００分の８０以下に軽減している場合に限り、当該

利用に係るゴルフ場利用税の税率を前条第１項に規定する税率の

２分の１とすることができる。

（不動産取得税の申告事項）

第６７条の３ 不動産を取得した者は、その取得の日から２０日以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書を当該不動産の所在地の市

町長を経由して知事に提出しなければならない。ただし、当該不

動産の取得について、当該期間内に不動産登記法（平成１６年法律

第１２３号）第１８条の規定により表示に関する登記若しくは所有権

の登記の申請をした場合（同法第２５条の規定により当該申請が却

下された場合を除く。）又は相続により不動産を取得した場合

は、この限りでない。

�～� 省略

２ 前項ただし書の場合（相続により不動産を取得した場合を除

く。）においても、法第７３条の４から第７３条の７までの規定に該

当する不動産の取得をしたとき、第１９条の６第１項の規定による

不動産取得税の徴収猶予を受けようとするとき、その他知事が必

要と認めるときは、不動産を取得した者（相続により不動産を取

得した者を除く。）は、その取得の日から２０日以内に、前項の申

告書を知事に提出しなければならない。

３ 法第７３条の４から 第７３条の７までの規定に該当する不動産の

取得については、前２項の規定によつて提出すべき申告書に当該

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除）

第１６条 県民税の所得割の納税義務者が、法第３２条第１３項に規定す

る特定配当等申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の計

算の基礎となつた特定配当等の額について法第２章第１節第５款

の規定により配当割額を課された場合又は同条第１５項に規定する

特定株式等譲渡所得金額申告書に記載した特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の金額の計算の基礎となつた特定株式等譲渡所得金

額について同節第６款の規定により株式等譲渡所得割額を課され

た場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分の

２を乗じて得た金額を、その者の第１３条から前条までの規定を適

用した場合の所得割の額から控除するものとする。

（ゴルフ場利用税の不均一課税）

第２３条 前条第１項の規定にかかわらず、知事は、ゴルフ場が、ス

ポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第２６条第１項に規定する国

民体育大会 の予選会及び公益財団法人日本ゴルフ協会（昭和

６２年１０月１日に財団法人日本ゴルフ協会という名称で設立された

法人をいう。）又は公益財団法人日本ゴルフ協会に加盟する地区

ゴルフ連盟が主催する競技会で知事が定めるもの（以下この条に

おいて「国体 の予選会等」という。）の出場選手（報酬又は営

利を目的としないスポーツとしてゴルフをする者に限る。）の利

用（国体 の予選会等の競技又は公式練習としての利用に限

る。）について、別に利用料金を定め、かつ、その利用料金を通

常の利用料金の１００分の８０以下に軽減している場合に限り、当該

利用に係るゴルフ場利用税の税率を前条第１項に規定する税率の

２分の１とすることができる。

（不動産取得税の申告事項）

第６７条の３ 不動産を取得した者は、その取得の日から２０日以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書を当該不動産の所在地の市

町長を経由して知事に提出しなければならない。ただし、

相続により不動産を取得した者

は、この限りでない。

�～� 省略

２ 法第７３条の４から法第７３条の７までの規定に該当する不動産の

取得については、前項 の規定によつて提出すべき申告書に当該

改 正 後 改 正 前
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不動産の取得が法第７３条の４から 第７３条の７までの規定に該当

するものであることを証明するに足る書類を添付しなければなら

ない。

４ 第１９条の６第１項の規定による不動産取得税の徴収猶予を受け

ようとする者は、知事が定める事項を第１項の申告書に記載して

同項又は第２項の申告に併せて 申告しなければならない。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 第６項の 申告書を提出する者は、法第７３条の１４第３項

に規定する場合に該当することとなつた日又は法第７３条の２４第２

項各号若しくは第３項各号のいずれかに該当することとなつた日

から６０日以内に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類を知事に提出しなければならない。

�・� 省略

９ 第１項の 申告書を提出する者で法第７３条の１４第１項若

しくは第３項又は第７３条の２４第１項から第３項までの規定の適用

を受けようとするものは、当該不動産の取得につきこれらの規定

の適用があるべき旨及び第６項各号に掲げる事項を付記した当該

申告書を提出することにより、同項の規定による申告書の提出に

代えることができる。この場合において、法第７３条の１４第３項又

は第７３条の２４第２項若しくは第３項の規定の適用を受けようとす

る者は、法第７３条の１４第３項に規定する場合に該当することとな

つた日又は法第７３条の２４第２項各号若しくは第３項各号のいずれ

かに該当することとなつた日から６０日以内に、前項各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を知事に提出しなけれ

ばならない。

１０ 前項の規定により第６項の申告書に代わるものとして第１項の

申告書が提出された場合には、当該申告書が市町長に提出された

日に第６項の申告書が提出されたものとみなす。

（固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知）

第６７条の４ 市町長は、法第７３条の１８第４項の規定によつて知事に

前条第１項の申告書を送付し又は不動産の取得の事実を通知する

場合においては、当該不動産の固定資産課税台帳に登録された価

格、固定資産課税台帳登録後における増築、改築、損壊、地目の

変換その他特別の事情による変更及び価格の決定について参考と

なるべき事項を併せて通知するものとする。

附 則

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４の２ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和７

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略

２ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例

不動産の取得が法第７３条の４から法第７３条の７までの規定に該当

するものであることを証明するに足る書類を添付しなければなら

ない。

３ 第１９条の６第１項の規定による不動産取得税の徴収猶予を受け

ようとする者は、知事が定める事項を第１項の申告書に記載して

第１項 の申告にあわせて申告しなければならない。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 第５項に規定する申告書を提出する者は、法第７３条の１４第３項

に規定する場合に該当することとなつた日又は法第７３条の２４第２

項各号若しくは第３項各号のいずれかに該当することとなつた日

から６０日以内に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類を知事に提出しなければならない。

�・� 省略

８ 第１項に規定する申告書を提出する者で法第７３条の１４第１項若

しくは第３項又は第７３条の２４第１項から第３項までの規定の適用

を受けようとするものは、当該不動産の取得につきこれらの規定

の適用があるべき旨及び第５項各号に掲げる事項を付記した当該

申告書を提出することにより、同項の規定による申告書の提出に

代えることができる。この場合において、法第７３条の１４第３項又

は第７３条の２４第２項若しくは第３項の規定の適用を受けようとす

る者は、法第７３条の１４第３項に規定する場合に該当することとな

つた日又は法第７３条の２４第２項各号若しくは第３項各号のいずれ

かに該当することとなつた日から６０日以内に、前項各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を知事に提出しなけれ

ばならない。

９ 前項の規定により第５項の申告書に代わるものとして第１項の

申告書が提出された場合には、当該申告書が市町長に提出された

日に第５項の申告書が提出されたものとみなす。

（固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知）

第６７条の４ 市町長は、法第７３条の１８第３項の規定によつて知事に

前条第１項の申告書を送付し又は不動産の取得の事実を通知する

場合においては、当該不動産の固定資産課税台帳に登録された価

格、固定資産課税台帳登録後における増築、改築、損壊、地目の

変換その他特別の事情による変更及び価格の決定について参考と

なるべき事項を併せて通知するものとする。

附 則

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４の２ 平成２２年度から令和１５年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和３

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略

２ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例
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法第１３条第３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第４項

まで若しくは第６項から第１０項までの規定の適用を受けた場合に

おける前２条の規定の適用については、附則第７条の４第１項中

「法附則第５条の４第１項」とあるのは「法附則第４５条第２項の

規定により読み替えて適用される法附則第５条の４第１項」と、

前条第１項中「法附則第５条の４の２第１項」とあるのは「法附

則第４５条第２項の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４の２第１項」とし、同条第３項の規定は、適用しない。

３ 省略

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除

の特例）

第７条の４の４ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。以下「新

型コロナウイルス感染症特例法」という。）第６条の２第１項の

規定の適用を受けた場合における附則第７条の４の２第３項及び

前条第３項の規定の適用については、これらの規定

中「令和３年」とあるのは、

「令和４年」とする。

（上場株式等に係る配当所得等に係る県民税の課税の特例）

第９条の２ 省略

２ 前項の規定のうち、法附則第３３条の２第２項に規定する特定上

場株式等の配当等

に係る配当所得に係る部分は、県民税の所得割の

納税義務者が前年分の所得税

について当該特定上場

株式等の配当等に係る配当所得につき租税特別措置法第８条の４

第１項の規定の適用を受けた場合

に 限 り 適 用 す る

。

３ 省略

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の３まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の６ま

で又は第３７条の８ の規定の適用を受けるときは、当

法第１３条第３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第９項

までの規定の適用を受けた場合に

おける前２条の規定の適用については、附則第７条の４第１項中

「法附則第５条の４第１項」とあるのは「法附則第４５条第２項の

規定により読み替えて適用される法附則第５条の４第１項」と、

前条第１項中「法附則第５条の４の２第１項」とあるのは「法附

則第４５条第２項の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４の２第１項」とし、同条第３項の規定は、適用しない。

３ 省略

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除

の特例）

第７条の４の４ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。以下「新

型コロナウイルス感染症特例法」という。）第６条第４項の規定

の適用を受けた場合における附則第７条の４の２第１項の規定の

適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年

度」とする。

２ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症特例法

第６条の２第１項の

規定の適用を受けた場合における附則第７条の４の２第１項及び

第３項並びに前条第３項の規定の適用については、附則第７条の

４の２第１項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、同

項及び同条第３項並びに前条第３項中「令和３年」とあるのは

「令和４年」とする。

（上場株式等に係る配当所得等に係る県民税の課税の特例）

第９条の２ 省略

２ 前項の規定のうち、法附則第３３条の２第２項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当

等」という。）に係る配当所得に係る部分は、県民税の所得割の

納税義務者が当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年

の翌年の４月１日の属する年度分の県民税について当該特定上場

株式等の配当等に係る配当所得につき前項

の規定の適用を受けようとする旨の記載のある法第３２条第

１３項に規定する特定配当等申告書を提出した場合（法附則第３３条

の２第２項各号に掲げる場合を除く。）に限り適用するものと

し、県民税の所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特

定上場株式等の配当等に係る配当所得について第１２条及び第１３条

の規定の適用を受けた場合には、当該納税義務者が前年中に支払

を受けるべき他の特定上場株式等の配当等に係る配当所得につい

ては、前項の規定は、適用しない。

３ 省略

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の３まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の６ま

で、第３７条の８又は第３７条の９の規定の適用を受けるときは、当
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該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅

地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る県民税の課税の特

例）

第１６条の５ 省略

２・３ 省略

４ 前項の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る法第４５条の３第１項に規定する確定申告書

に前項の規定の適用を受けようとする旨の記載があ

るとき

に限り、

適用する。

５ 省略

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用があ

る場合（第３項の規定の適用がある場合を除く。）における第１６

条の規定の適用については、同条中「又は同条第１５項」とあるの

は、「若しくは附則第１６条の５第３項に規定する条約適用配当等

（以下「条約適用配当等」という。）に係る所得が生じた年分の

所得税に係る 同条第４項に規定する確定申告書

にこの条の規定の適用を受けようとする旨及び当該条

約適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合

であつて、

当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となつた条約

適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）

第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規定に

より配当割額を課されたとき、又は法第３２条第１５項」とする。

（不動産取得税の徴収猶予等）

第２１条 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第４項の規定は、

法附則第１１条の４第１項に規定する施設の取得に対して課する不

動産取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取

得税に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合におい

て、第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若

しくは第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第１項」と、第

１９条の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の

６第３項並びに附則第１１条の４第２項」と読み替えるものとす

る。

２ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第４項の規定は、法附

則第１１条の４第４項の規定による宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者（次項に

おいて「宅地建物取引業者」という。）による法附則第１１条の４

第４項に規定する改修工事対象住宅の取得に対して課する不動産

取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税

に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、

第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しく

該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅

地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る県民税の課税の特

例）

第１６条の５ 省略

２・３ 省略

４ 前項の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の

４月１日の属する年度分の条約適用配当等申告書（県民税の納税

通知書が送達される時までに提出された租税条約等実施特例法第

３条の２の２第７項各号に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ。）に前項の規定の適用を受けようとする旨の記載があ

るとき（条約適用配当等申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市町長が認めるときを含む。）に限り、

適用する。ただし、同条第７項第１号に掲げる申告書及び同項第

２号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれらの

申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、前項の規定を

適用しないことが適当であると市町長が認めるときは、この限り

でない。

５ 省略

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用があ

る場合（第３項の規定の適用がある場合を除く。）における第１６

条の規定の適用については、同条中「又は同条第１５項」とあるの

は、「若しくは附則第１６条の５第３項に規定する条約適用配当等

（以下「条約適用配当等」という。）に係る所得が生じた年の翌

年の４月１日の属する年度分の同条第４項に規定する条約適用配

当等申告書にこの条の規定の適用を受けようとする旨及び当該条

約適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合

（条約適用配当等申告書にそれらの記載がないことについてやむ

を得ない理由があると市町長が認める場合を含む。）であつて、

当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となつた条約

適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）

第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規定に

より配当割額を課されたとき、又は法第３２条第１５項」とする。

（不動産取得税の徴収猶予等）

第２１条 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、

法附則第１１条の４第１項に規定する施設の取得に対して課する不

動産取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取

得税に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合におい

て、第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若

しくは第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第１項」と、第

１９条の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の

６第３項並びに附則第１１条の４第２項」と読み替えるものとす

る。

２ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、法附

則第１１条の４第４項の規定による宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者（次項に

おいて「宅地建物取引業者」という。）による法附則第１１条の４

第４項に規定する改修工事対象住宅の取得に対して課する不動産

取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税

に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、

第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しく
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和５年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 第６７条の３及び第６７条の４並びに附則第２１条の改正規定並びに附則第７項の規定 令和５年４月１日

� 第１６条並びに附則第９条の２第２項並びに第１６条の５第４項及び第６項の改正規定並びに附則第６項の規定 令和６年１月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第７条の４の２の規定は、県民税の所得割の納税義務者が令和４年

１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第４号。以下「所得税法等改正法」という。）第１１条の規定による改正

後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下「新租税特別措置法」という。）第４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅

又は増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。以下同じ。）を同項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合に

ついて適用し、県民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第１１条の規定による改正前の租税特別措置法（以下「旧租税特

別措置法」という。）第４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅又は増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。

以下同じ。）を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。

３ 新条例附則第７条の４の３第２項及び第３項の規定は、県民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日以後に所得税法等改正法第１８

条の規定による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号。以下「新震災特例

法」という。）第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。

以下同じ。）又は認定住宅等を同項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、県民税の所得割の納税義務者

が同日前に所得税法等改正法第１８条の規定による改正前の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（以下

「旧震災特例法」という。）第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係

る部分に限る。以下同じ。）又は認定住宅を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。

４ 県民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日前に旧租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは

増改築等をした家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合又は同日前に旧震災特例法第１３条の２第１項に規定する

居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋若しくは認定住宅を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合

における改正前の愛媛県県税賦課徴収条例附則第７条の４の４第１項の規定により読み替えて適用される同条例附則第７条の４の２第１

項の規定による控除については、なお従前の例による。

５ 新条例附則第７条の４の４の規定は、県民税の所得割の納税義務者が令和４年１月１日以後に新租税特別措置法第４１条第１項に規定す

る居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合又は同日以後に

新震災特例法第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋若しくは認定住宅等を同項の定める

ところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、県民税の所得割の納税義務者が同日前に旧租税特別措置法第４１条第１項に

規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合又は同日

前に旧震災特例法第１３条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋若しくは認定住宅を同項の定め

るところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。

６ 新条例第１６条並びに附則第９条の２第２項並びに第１６条の５第４項及び第６項の規定は、令和６年度以後の年度分の個人の県民税につ

いて適用し、令和５年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

７ 新条例第６７条の３の規定は、附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適

用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２６号
愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例及び愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の

は第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第４項」と、第１９条

の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第

３項並びに附則第１１条の４第５項」と読み替えるものとする。

３ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第４項の規定は、法附

則第１１条の４第６項の規定による宅地建物取引業者による同項に

規定する改修工事対象住宅用地の取得に対して課する不動産取得

税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税に係

る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、第１９

条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しくは第

７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第６項」と、第１９条の７

中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第３項

並びに附則第１１条の４第７項」と読み替えるものとする。

は第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第４項」と、第１９条

の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第

３項並びに附則第１１条の４第５項」と読み替えるものとする。

３ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、法附

則第１１条の４第６項の規定による宅地建物取引業者による同項に

規定する改修工事対象住宅用地の取得に対して課する不動産取得

税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税に係

る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、第１９

条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しくは第

７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第６項」と、第１９条の７

中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第３項

並びに附則第１１条の４第７項」と読み替えるものとする。
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一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例及び愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条

例の一部を改正する条例

（愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（平成２５年愛媛県条例第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（平成２８年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（事業税の不均一課税）

第２条 法第５条第１８項（法第７条第２項において準用する場合を

含む。）の規定により県内の区域に係る法第５条第１項に規定す

る地域再生計画（同条第４項第５号に規定する地方活力向上地域

等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限

る。）が公示された日（地域再生法の一部を改正する法律（平成

２７年法律第４９号）の施行の日以後最初に公示された日に限る。以

下「公示日」という。）から令和６年３月３１日までの間に、法第

１７条の２第３項の認定を受けた同条第４項に規定する認定事業者

（以下「認定事業者」という。）であって、地方活力向上地域内

において、当該認定を受けた日から同日の翌日以後３年を経過す

る日（同日までに同条第６項の規定により当該認定を取り消され

たときは、その取り消された日の前日）までの間（以下「指定期

間」という。）に、当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３号）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設

し、又は増設したものに課する事業税で、次に掲げる年又は事業

年度の所得又は収入金額のうち次項の規定により当該新設し、又

（事業税の不均一課税）

第２条 法第５条第１８項（法第７条第２項において準用する場合を

含む。）の規定により県内の区域に係る法第５条第１項に規定す

る地域再生計画（同条第４項第５号に規定する地方活力向上地域

等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限

る。）が公示された日（地域再生法の一部を改正する法律（平成

２７年法律第４９号）の施行の日以後最初に公示された日に限る。以

下「公示日」という。）から令和４年３月３１日までの間に、法第

１７条の２第３項の認定を受けた同条第４項に規定する認定事業者

（以下「認定事業者」という。）であって、地方活力向上地域内

において、当該認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経過す

る日（同日までに同条第６項の規定により当該認定を取り消され

たときは、その取り消された日の前日）までの間（以下「指定期

間」という。）に、当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３号）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設

し、又は増設したものに課する事業税で、次に掲げる年又は事業

年度の所得又は収入金額のうち次項の規定により当該新設し、又

改 正 後 改 正 前

（事業税の課税免除）

第２条 離島振興対策実施地域内において、離島振興法第２条第２

項の規定による公示の日（その日が平成２５年４月１日前である場

合には、同日。以下「公示日」という。）から令和５年３月３１日

までの期間（以下「指定期間」という。）内に、租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第１２条第４項の表の第３号又は第４５条第

３項の表の第３号の規定の適用を受ける設備（離島振興法第２０条

の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令（平成５年自治省令第１号。以下「省令」とい

う。）第２条第１号イに規定する特別償却設備に限る。以下「特

別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者に対して課す

る事業税の課税標準の算定については、当該特別償却設備を事業

の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年

度の所得から、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める算

式によって計算した額を控除する。

�・� 省略

２～４ 省略

（事業税の課税免除）

第２条 離島振興対策実施地域内において、離島振興法第２条第２

項の規定による公示の日（その日が平成２５年４月１日前である場

合には、同日。以下「公示日」という。）から令和５年３月３１日

までの期間（以下「指定期間」という。）内に、租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第１２条第３項の表の第３号又は第４５条第

２項の表の第３号の規定の適用を受ける設備（離島振興法第２０条

の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令（平成５年自治省令第１号。以下「省令」とい

う。）第２条第１号イに規定する特別償却設備に限る。以下「特

別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者に対して課す

る事業税の課税標準の算定については、当該特別償却設備を事業

の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年

度の所得から、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める算

式によって計算した額を控除する。

�・� 省略

２～４ 省略

改 正 後 改 正 前
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用期日）

２ 第２条の規定による改正後の愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、令

和４年４月１日から適用する。

（経過措置）

３ 新条例第２条第１項及び第３条の規定は、令和４年４月１日以後に新設され、又は増設される設備について適用し、同日前に新設され、

又は増設された設備については、なお従前の例による。

４ 新条例第４条の規定による申告期限が、この条例の施行の日から起算して２０日を経過する日までに到来するものにあっては、同条の規

定にかかわらず、同日を申告期限とする。

�愛媛県条例第２７号
愛媛県公害防止条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公害防止条例の一部を改正する条例

愛媛県公害防止条例（昭和４４年愛媛県条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

は増設した特別償却設備に係るものとして計算した額に対して課

するものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条

例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかか

わらず、これらの規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は

事業年度の区分に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とす

る。

�～� 省略

２・３ 省略

（不動産取得税の課税免除及び不均一課税）

第３条 公示日から令和６年３月３１日までの間に、法第１７条の２第

３項の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内に

おいて指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って新設し、又は増設した特別償却設

備である家屋及びその敷地である土地の取得（公示日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。以下同じ。）をし

たものに対しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課

税しない。

２ 公示日から令和６年３月３１日までの間に、法第１７条の２第３項

の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内におい

て指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方活力

向上地域等特定業務施設整備計画（同項第２号に掲げる事業に係

る部分に限る。）に従って特別償却設備を新設し、又は増設した

ものに課する不動産取得税で、当該新設し、又は増設した特別償

却設備である家屋及びその敷地である土地の取得に対して課する

ものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例第１９条の２の２の規定に

かかわらず、１００分の０．４とする。

は増設した特別償却設備に係るものとして計算した額に対して課

するものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条

例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかか

わらず、これらの規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は

事業年度の区分に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とす

る。

�～� 省略

２・３ 省略

（不動産取得税の課税免除及び不均一課税）

第３条 公示日から令和４年３月３１日までの間に、法第１７条の２第

３項の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内に

おいて指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って新設し、又は増設した特別償却設

備である家屋及びその敷地である土地の取得（公示日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。以下同じ。）をし

たものに対しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課

税しない。

２ 公示日から令和４年３月３１日までの間に、法第１７条の２第３項

の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内におい

て指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方活力

向上地域等特定業務施設整備計画（同項第２号に掲げる事業に係

る部分に限る。）に従って特別償却設備を新設し、又は増設した

ものに課する不動産取得税で、当該新設し、又は増設した特別償

却設備である家屋及びその敷地である土地の取得に対して課する

ものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例第１９条の２の２の規定に

かかわらず、１００分の０．４とする。

改 正 後 改 正 前

（特定区域の排水基準）

第３５条 省略

（特定区域の排水基準）

第３５条 省略
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２ 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）第２条

第１項に規定する瀬戸内海（以下「瀬戸内海」という。）及びこ

れに接続する海域以外の公共用水域並びにその他の公共用水域に

排出される排出水に係る化学的酸素要求量についての排水基準

（ 水質汚濁防止法第２条第３項に規

定する指定地域特定施設 （以下「指定地域特定

施設 」という。）のみを設置する工場又は事業場から排出

される排出水に係るものを除く。）を、水質汚濁防止法第３条第

３項の規定に基づき、別表第２の�のとおり定める。

３ 指定地域特定施設 のみを設置する工場又は事業場から瀬

戸内海及びこれに接続する海域以外の公共用水域に排出される排

出水に係る化学的酸素要求量についての排水基準を、水質汚濁防

止法第３条第３項の規定に基づき、別表第２の�のとおり定め

る。

別表第２（第３５条関係）

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量以外のものに係るもの

２ 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）第２条

第１項に規定する瀬戸内海（以下「瀬戸内海」という。）及びこ

れに接続する海域以外の公共用水域並びにその他の公共用水域に

排出される排出水に係る化学的酸素要求量についての排水基準

（同法第１２条の２の規定により水質汚濁防止法第２条第３項に規

定する指定地域特定施設とみなされる施設（以下「みなし指定地

域特定施設」という。）のみを設置する工場又は事業場から排出

される排出水に係るものを除く。）を、水質汚濁防止法第３条第

３項の規定に基づき、別表第２の�のとおり定める。

３ みなし指定地域特定施設のみを設置する工場又は事業場から瀬

戸内海及びこれに接続する海域以外の公共用水域に排出される排

出水に係る化学的酸素要求量についての排水基準を、水質汚濁防

止法第３条第３項の規定に基づき、別表第２の�のとおり定め

る。

別表第２（第３５条関係）

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量以外のものに係るもの

番 号 区 域
工場又は事業場の区

分

項

目

許容限度

単位１

リット

�
�
�
�
�
�
�
�
�

ルにつ

�
�
�
�
�
�
�
�
	

きミリ

グラム

番 号 区 域
工場又は事業場の区

分

項

目

許容限度

単位１

リツト

�
�
�
�
�
�
�
�
�

ルにつ

�
�
�
�
�
�
�
�
	

きミリ

グラム

１ 省

略

１ 省

略

２ 四 国 中 央 水 域

（四国中央市川

之江町余木字上

鳥 越３８１番 地 か

ら同市豊岡町長

田 字 川 西７５６番

地の１３までに至

る陸岸の地先海

域及びこれに流

入する公共用水

域（銅山川と赤

之井川を結ぶ水

路を除く。）を

い う。以 下 同

じ。）

省略 ２ 四 国 中 央 水 域

（四国中央市川

之江町余木字上

鳥 越３８１番 地 か

ら同市豊岡町長

田 字 川 西７５６番

地の１３までに至

る陸岸の地先海

域及びこれに流

入する公共用水

域（銅山川と赤

之井川を結ぶ水

路を除く。）を

い う。以 下 同

じ。）

省略

その他の業種に係る

もの（水質汚濁防止

法施行令（昭和４６年

政 令 第１８８号）別 表

第１第１号の２の施

設を設置するものを

除く。）

省

略

その他の業種に係る

もの（水質汚濁防止

法施行令

別 表

第１第１号の２の施

設を設置するものを

除く。）

省

略

し尿処理施設を設置

するもの（指定地域

特定施設 であ

るし尿浄化槽のみを

設置するも の を 除

く。）

省

略

し尿処理施設を設置

するもの（みなし指

定地域特定施設であ

るし尿浄化槽のみを

設置するも の を 除

く。）

省

略

３・４

省略

３・４

省略

備考 省略 備考 省略

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量に係るもの（指定地域特定施設 のみを設

置する工場又は事業場から排出される排出水に係るものを除

く。）

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量に係るもの（みなし指定地域特定施設のみを設

置する工場又は事業場から排出される排出水に係るものを除

く。）

区分 工場又は事業場の区分

許 容 限 度

�
�
�

単位１リットルに�
�
	つきミリグラム

区分 工場又は事業場の区分

許 容 限 度

�
�
�

単位１リツトルに�
�
	つきミリグラム

既設 省略 既設 省略
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２８号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１節 特定希少野生動植物の指定

第９条 知事は、希少野生動植物のうち、特に保護を図る必要があ

ると認められるもの（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存

に関する法律（平成４年法律第７５号。以下「法」という。）第４

条第３項に規定する国内希少野生動植物種（同条第６項に規定す

る特定第二種国内希少野生動植物種を除く。）及び法第５条第１

項に規定する緊急指定種を除く。）を特定希少野生動植物として

指定することができる。

２～９ 省略

（捕獲等の禁止）

第１２条 特定希少野生動植物の生きている個体は、捕獲、採取、殺

第１節 特定希少野生動植物の指定

第９条 知事は、希少野生動植物のうち、特に保護を図る必要があ

ると認められるもの（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存

に関する法律（平成４年法律第７５号 ）第４

条第３項に規定する国内希少野生動植物種及び同法

第５条第１

項に規定する緊急指定種を除く。）を特定希少野生動植物として

指定することができる。

２～９ 省略

（捕獲等の禁止）

第１２条 特定希少野生動植物の生きている個体は、捕獲、採取、殺

の工

場又

は事

業場

サー

ビス

業に

係る

もの

し尿処理施設（指定地域特

定施設 であるし尿浄

化槽を除く。）を設置する

もの

省略 の工

場又

は事

業場

サー

ビス

業に

係る

もの

し尿処理施設（みなし指定

地域特定施設であるし尿浄

化槽を除く。）を設置する

もの

省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量に係るもの（指定地域特定施設 のみを設

置する工場又は事業場から排出される排出水に係るものに限

る。）

� 水質汚濁防止法第２条第２項第２号に規定する項目のうち化

学的酸素要求量に係るもの（みなし指定地域特定施設のみを設

置する工場又は事業場から排出される排出水に係るものに限

る。）

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ この表に掲げる「既設の工場又は事業場」とは愛媛県

公害防止条例の一部を改正する条例（平成３年愛媛県条

例第２５号）の施行の日において次の各号のいずれかに該

当する工場又は事業場をいい、「新設の工場又は事業

場」とは既設の工場又は事業場以外の工場又は事業場を

いう。

� 指定地域特定施設 を設置し、又は設置の工事

をしている工場又は事業場

� 水質汚濁防止法第５条第１項の規定による指定地域

特定施設 の設置の届出をしている工場又は事業

場

備考

１～３ 省略

４ この表に掲げる「既設の工場又は事業場」とは愛媛県

公害防止条例の一部を改正する条例（平成３年愛媛県条

例第２５号）の施行の日において次の各号のいずれかに該

当する工場又は事業場をいい、「新設の工場又は事業

場」とは既設の工場又は事業場以外の工場又は事業場を

いう。

� みなし指定地域特定施設を設置し、又は設置の工事

をしている工場又は事業場

� 水質汚濁防止法第５条第１項の規定によるみなし指

定地域特定施設の設置の届出をしている工場又は事業

場

改 正 後 改 正 前
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２９号
愛媛県民生委員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県民生委員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県民生委員定数条例（平成２６年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和４年１２月１日から施行する。

傷又は損傷（以下「捕獲等」という。）をしてはならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。

�・� 省略

� 法第５１条第１項の希少野生動植物種保存推進員が同条第４項

の捕獲等をする場合

（特定希少野生動植物保護区）

第１９条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認

めるときは、その個体の生息地又は生育地及びこれらと一体的に

その保護を図る必要がある区域であって、その個体の分布状況及

び生態その他その個体の生息又は生育の状況を勘案してその特定

希少野生動植物の保護のため重要と認めるものを、特定希少野生

動植物保護区として指定することができる。ただし、法第３６条第

１項の規定により生息地等保護区に指定された区域を、当該指定

に係る法第４条第３項に規定する国内希少野生動植物種と同一の

種を保護の対象とした特定希少野生動植物保護区として指定する

ことはできない。

２～１０ 省略

（野生動植物保護推進員）

第４０条 省略

２・３ 省略

４ 推進員が特定希少野生動植物の個体に関する調査で規則で定め

るもののためにする捕獲等については、第１２条の規定は、適用し

ない。

（国等に関する特例等）

第４１条 省略

２・３ 省略

４ 国等以外の者が法第４７条第１項の認定保護増殖事業等として実

施する行為については、第１２条、第２０条第１項及び第７項並びに

第２１条第４項の規定は、適用しない。

傷又は損傷（以下「捕獲等」という。）をしてはならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。

�・� 省略

（特定希少野生動植物保護区）

第１９条 知事は、特定希少野生動植物の保護のため必要があると認

めるときは、その個体の生息地又は生育地及びこれらと一体的に

その保護を図る必要がある区域であって、その個体の分布状況及

び生態その他その個体の生息又は生育の状況を勘案してその特定

希少野生動植物の保護のため重要と認めるものを、特定希少野生

動植物保護区として指定することができる。

２～１０ 省略

（野生動植物保護推進員）

第４０条 省略

２・３ 省略

４ 推進員が特定希少野生動植物の個体に関する調査で規則で定め

るもののためにする捕獲等については、第１３条の規定は、適用し

ない。

（国等に関する特例 ）

第４１条 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

民生委員の定数は、次のとおりとする。 民生委員の定数は、次のとおりとする。

市 町 定 数 市 町 定 数

省略 省略

松 前 町 ６０人 松 前 町 ６１人

省略 省略
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�愛媛県条例第３０号
愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年７月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例

愛媛県議会委員会条例（昭和２９年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１１条 省略

（出席の特例）

第１２条 委員長は、県民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそ

れのある感染症のまん延防止の観点から委員会を開催する場所へ

参集しないことが適当な委員があると認める場合又は大規模災害

の発生その他やむを得ない事由により委員会を開催する場所へ参

集することが困難な委員があると認める場合は、映像及び音声の

送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることが

できる方法（以下「オンラインの方法」という。）によつて、当

該委員を委員会を開催する場所以外の場所から委員会に参加させ

ることができる。

２ 委員がオンラインの方法によつて委員会に参加しようとすると

きは、あらかじめ委員長の許可を得なければならない。

３ 前項の許可を得て委員会に参加した委員は、当該委員会に出席

したものとみなして、この条例の規定を適用する。

４ オンラインの方法によつて参加する委員がある場合における委

員会の運営に関し必要な事項は、議長が別に定める。

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

第１８条 省略

第１９条 省略

第２０条 省略

第２１条 省略

第２２条 省略

第２３条 省略

第２４条 省略

第２５条 省略

第２６条 省略

第２７条 省略

第２８条 省略

第２９条 省略

第３０条 省略

第３１条 省略

第３２条 省略

第３３条 省略

第３４条 省略

第３５条 省略

第３６条 省略

第３７条 省略

第３８条 省略

第３９条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

第１８条 省略

第１９条 省略

第２０条 省略

第２１条 省略

第２２条 省略

第２３条 省略

第２４条 省略

第２５条 省略

第２６条 省略

第２７条 省略

第２８条 省略

第２９条 省略

第３０条 省略

第３１条 省略

第３２条 省略

第３３条 省略

第３４条 省略

第３５条 省略

第３６条 省略

第３７条 省略

第３８条 省略

改 正 後 改 正 前
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

第４０条 省略

第４１条 省略

（参考人）

第４２条 省略

２～４ 省略

５ 第３９条第４項及び前条の規定は、参考人について準用する。

第４３条 省略

第３９条 省略

第４０条 省略

（参考人）

第４１条 省略

２～４ 省略

５ 第３８条第４項及び前条の規定は、参考人について準用する。

第４２条 省略

令和４年７月１日 発行


